



















































































































































































































































６　お わ り に
　地域の生活に必要不可欠なサービスの需要量を，人口等のデータを基礎に
導き出し，その需要量を見据えながら，競争関係にある事業者が協議を通じ
て，地域全体のサービスを持続可能なものとして制度設計を行い，維持して
いくという政策手法は，医療分野のみならず，教育，地域公共交通の各分野
に共通してみられる。人口減少地域社会における社会的インフラ整備のため
の法制度を，いかに整備していくかということが，各分野に共通の本質的課
題なのである。従来，競争関係にある事業者が，協議を通じて，住民の利益
に立って，連携を行っていく。その過程においては，行政機関の間での連携
をも不可欠である。新制度における望ましい（健全な）競争は何か。右肩上
がりで，人口および経済が増加する社会を前提に形成されてきた法制度が，
十分には機能しない状況において，いかに法制度を再構築し，運用していく
かという基本的課題があるのである。
　医療介護の分野は，国家財政に占める割合が高く，いわゆる2025年問題を
抱えているため，最も先鋭的な形で，課題の解決が迫られている。人口減少
地域社会における社会的インフラ整備のための法制度の整備および運用の先
駆けとなる分野となる。本文中で検討を行った医療介護総合確保法における
「協議の場」の設定，その具体的な運用指針および実際の運用は，他の分野
における取組に重要な示唆を与えうる。当然のことながら，協議によって得
られる成果は，地域によって異なりうるのであり，地域医療・福祉関係者の
志の高さ，公共精神，地域の歴史，大学教育等が総合的に反映されたものと
なろう。言い換えれば，それぞれの地域社会の成熟度の反映ともいえるが，
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そのプロセスは，わが国の地域社会が成熟化していくプロセスとも評価する
ことが可能であろう。病院の世紀の終焉から，新しいシステム構築へ進むプ
ロセスともいえよう(8)。
　今後，公表が予定されている地域医療構想の作成に関するガイドラインは，
まさに指針にすぎず，各地域の協議に委ねられる。公私協働によって，「患者
が医療を受ける利益」あるいは「地域住民の医療と介護を総合的に受ける利
益」の促進という立場からの議論が求められる。患者側からは，自らが属す
る地区の利益のみならず，構想区域全体を見据えたうえでの議論が求められ
ることとなる。今後，他国でも進展すると予想される，高度成長後の少子高
齢化社会に共通する課題を，最も早いスピードで少子高齢化が進展する我が
国が身をもって解決に挑むという構図をみることができる。おそらく，地域
医療構想を中心とした法制度は，比較法的にみれば，少子高齢化が進むと言
われる諸外国（特に，中国，韓国）のモデルとなりうるであろう。
　筆者は，以前に，医療介護総合確保法の内容を基礎づける文書である国民
会議報告書等を検討対象として地域医療提供体制の改革の視点を論じた(9)。
今後とも，連携，競争，公私協働という視点からの法的考察が必要であると
考えている。
〔追記〕脱稿後，平成27年２月９日に，医療法人の事業展開等に関する検討
会によって，「地域医療連携推進法人制度（仮称）の創設及び医療法人制度の
見直しに関するとりまとめについて」が公表された。また，同月12日には，
地域医療構想策定ガイドライン等に関する検討会によって，「地域医療構想策
定ガイドライン（案）」が公表された。両文書は，今後の運用にとって極めて
重要であると考えられる。今後，検討をしてきたい。
⑻　猪飼周平『病院の世紀の理論』（有斐閣，2010年）７頁以下参照。
⑼　拙稿「地域医療提供体制における連携と競争に関する法的考察」本誌第63巻３号（2014
年）１頁。
地域医療介護提供体制構築に関する一考察
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